
平成23年度　高知県普通会計決算見込みについて
（ポイント編）

　人件費や公債費といった義務的な経費の抑制など、引き続き財政健全化の取り組みを
行ったことにより、実質公債費比率は引き続き改善したが、実質的な交付税が減となったこ
とにより、経常収支比率は悪化した。

 ・ 前年度と当年度の実質収支の増減を表す単年度収支及びこれに財政調整基金の積
　 立等を加味した実質単年度収支は４年ぶりに赤字となった。
　　（単年度収支：△１６億２６百万円、実質単年度収支：△１６億５百万円）
 ・ 財政構造の硬直化を示す経常収支比率は、実質的な交付税が減となったことにより、
　 ９４．５％と、前年度を２．１ポイント上回った。
 ・ 実質公債費比率は、１５．５％と、前年度を０．２ポイント下回り改善傾向が続いている。
 ・ 臨時財政対策債の増加に伴い、県債現在高は２３億７０百万円の増（８，１５３億８百万
　 円）となったが、臨時財政対策債を除く県債現在高は２２５億９６百万円の減（５，２１７億
　 ３１百万円）となり、１１年連続の減少

各財政指標

特　徴

【歳入】
　実質的な交付税は減となったものの、国の経済危機対策に伴い積み立てた各基金を活用
したことや、２２年度からの繰越金が増となったことなどにより、１０５億７２百万円の増
　（歳入総額　４，６１８億３０百万円）

【歳出】
　国の経済危機対策に伴い積み立てた各基金を活用した普通建設事業費、補助費等の増
のほか、国の２３年度補正による基金積立金の増などにより、１７６億３６百万円の増
　（歳出総額　４，４９４億７１百万円）
　

歳入歳出は国の経済危機対策により積み立てた基金の活用等により増

○財政調整的基金
　国の経済危機対策交付金を原資にした基金の活用等により、２３年度は財政調整的な基
金の取崩しを行わず（２２年度：２０億円の取崩し）、財政調整的基金の２３年度末残高は、２
９２億６７百万円（２６億２３百万円の増）となった。

○特定目的基金
　国の補正予算等による各交付金の積立を行った一方で、これまでに積み立てた公共投
資、雇用創出、社会福祉施設・医療施設の耐震化のための基金などを取り崩したことから、
特定目的基金の２３年度末残高は３９５億９４百万円（１３６億１４百万円の減）となった。

将来に向けた基金の確保
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